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研究成果の概要（和文）：東日本大震災における看護職の支援活動の課題を整理し、その解決のための災害時の継続的
・実効的看護活動モデルを開発することを目的とした。まず、避難所生活の厳しさについては、研究として明示したも
のはほとんどみられない。そこで、高齢者に焦点を当て、高齢者は避難所でどのような生活を体験したのかを明らかに
し、避難所での看護支援のあり方を考察した。
次に、東日本大震災後の保健師の活動経験を踏まえ、大震災時に行うべき災害支援看護活動について明らかにした。ま
ず、保健師に聞き取り調査を行い保健師の活動内容について分析した。その後明らかになった81項目について、アンケ
ート調査を行って活動内容を精選した。

研究成果の概要（英文）：This study analyzed problem of the support activity of nurses in the Great East 
Japan Earthquake, and was intended to develop the continuous effective nursing activity model at 
disaster. Few reports have clearly presented the narratives of people who had lived there as a study. For 
that reason, this study was conducted to examine the life circumstances of elderly people at a refuge 
after the Great East Japan Earthquake, and to assess methods of providing nursing support at refuges.
Then, we elucidated nursing activities during great earthquake disasters based on public health nurses 
experiences during the Great East Japan Earthquake and its immediate aftermath. First we interviewed 
public health nurse and analyzed 81 items of public health nurse activity contents. Next we administered 
questionnaire surveys and subsequently selected activity contents carefully.

研究分野： 公衆衛生看護学
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１．研究開始当初の背景 
平成 23 年 3 月 11 日の東日本大震災では、

大規模地震、またそれに伴う大津波被害、原
子力発電所損壊に伴う放射線被害など、未曾
有な被害となり、多くの家屋の流失や住民の
死をはじめ、ライフラインの途絶、住み慣れ
た居住地を離れざるを得ないなど、基本的生
活の喪失により避難所生活を強いられる状
況が続いた。このような中で、健康障害を抱
えた人々への支援の遅れ、また、避難所の劣
悪な衛生状態による感染症の発症も散見さ
れた。 
一方で、日本全国や海外から健康に関わる

専門家をはじめ、様々な人々がボランテイア
として支援に訪れたものの、「どこで何をし
たらいいかわからない」「支援の必要はない
と言われ戻ってきた」「健康訪問調査をして
支援に繋げようとしたが、数日前に同様の調
査がなされ、住民より疑問視された」「どの
ような団体・組織がどのような支援活動をし
ているのか全体像が見えない」等々、組織
的・系統的な支援のあり方として多くの課題
が指摘されている 1－3）。 
 平成 7 年の阪神・淡路大震災後、看護の観
点から多くの経験知を基盤に研究的取組み
が推進され、災害看護の重要性から日本災害
看護学会が創設され、さらに、看護学の重要
な一領域として災害看護学が確立された。そ
して今後も地震をはじめ、様々な災害が予測
される我が国であることを背景に、全国各地
で災害看護に関する教育・研修が行われ、看
護基礎教育課程においても災害看護に関す
る教育内容が組み込まれるようになってき
ている。近年も、新潟中越地震、能登半島地
震、スマトラ沖地震などにおける災害支援と
して看護職が活躍している。 
しかし、このような大規模災害のたびに、
上記の問題が指摘され続けている。今回の大
震災においても、依然として、a.仮設住宅に
おける入居住民の健康問題、b.有効な支援で
あるはずのボランティアを組織的・機能的体
制作りの整備できない、c.変化する被災住民
のニーズに適合した継続的支援に繋げるた
めの看護職のマンパワー不足等々、必ずしも
実効的支援になっていない情報が寄せられ
ている。つまり、災害地域住民の健康生活を
保障・実現するために、継続的・実効的な看
護支援活動の仕組みづくりと具体的支援活
動の展開方法の確立が求められる。 
そこで、本研究では、東日本大震災におけ
る看護職の支援活動の課題を整理し、その解
決のための災害時の継続的・実効的看護活動
モデルを開発することを目的とした。 
本研究は、(1)避難所と福祉避難所での生活
を経験した高齢者へのインタビュー、(2)内陸
地域の保健師活動についてのインタビュー、
(3)大震災時の保健師活動のモデルを構築す
るための保健師活動に関する調査から構成
した。  
 

２．研究の目的 
(1)東日本大震災後に、福祉避難所で避難生活
を送った高齢者の生活の実態を明らかに
し、必要な看護支援について考察すること
を目的とした。 

(2) 坂本らが実施した「全国の自治体等によ
る東日本大震災被災地への保健医療福祉
支援実態調査」（平成 23 年度地域保健総合
推進事業 東日本大震災被災地町村への
中長期的公衆衛生支援のあり方に関する
提言）４）では、ピーク時の避難者数と、派
遣人数、日数からピーク時の避難者数／派
遣人日を算出し、支援の不足地域を分析し
た。その結果、仙台市 19.52、多賀城市 17.22
に対し、石巻市は 2.65、気仙沼市は 1.11
と多くの支援者が押し寄せたことを数値
で明らかに示した。一方、宮城県の内陸に
位置する大崎市は235.93、登米市68.57と、
沿岸部と比較して数十倍から百倍以上の
数値が算出された。この 2 市では、災害時
の活動の多くを市や保健所の職員で効率
的に行っていた事実が明らかになり、マン
パワーが少ない中、どのような活動を行っ
たのか、具体的に明らかにしていく必要が
ある。また、今回の震災は、長期にライフ
ラインが断たれ、余震も長期化し、これま
で想定していなかった状況に陥る中で
様々な対応を行ってきた。保健師は、東日
本大震災の災害時から地域住民を対象と
して、不眠不休で活動し続け、現在も仮設
住宅、民間賃貸住宅等で生活する人々など
を中心に、健康生活への支援を行っている。
さらに、他市町の避難者の受け入れも初め
ての経験であったが、保健師は専門職とし
て現在も健康生活の支援を行っている。こ
のような経験を振り返り、災害時の保健師
活動や支援体制の在り方を検討し、さらに
よりよい震災時の対応のため、準備を整え
ていく必要がある。 

そこで、宮城県内陸部の保健師活動に焦
点を当て、東日本大震災後に、保健師が行
った活動内容を明らかにし、災害時におけ
る保健師活動として必要な内容を考察す
る。 

(3)(2)の結果を基に、明らかになった保健師活
動内容について調査票を作成し、災害時の
保健師活動に関する担当部署に勤務する
保健師の意見を聞くことによって、大震災
時の保健師活動を精選することを目的と
した。 

 
３．研究の方法 
（1）研究期間は、平成 24 年 12 月～平成 25
年 3 月。研究協力者は日本看護協会の支援ナ
ースが支援を行った福祉避難所で、避難生活
を経験した高齢者のうち、研究協力が得られ
た約 10 名。対象高齢者の選定条件は、65 歳
以上、面接による会話が可能な方。性別や基
礎疾患等は問わない。 
データ収集内容は次の 5 項目。 



①基礎的情報：年齢、性別、ＡＤＬ、現病歴、
既往歴、家族構成 
②震災後、避難所に移動するまでの経過 
③一次避難所での避難経験者には一次避難
所での日常生活について（食事、睡眠、排泄、
清潔等） 
④避難所から福祉避難所に移る経過 
⑤福祉避難所での日常生活について（食事、
睡眠、排泄、清潔等） 
これらの内容について、インタビューガイド
にそって面接した。 
 逐語録のデータ分析は、質的帰納的研究方
法で行う。研究協力者の生活状況が理解でき
るように逐語録を繰り返し読んだ。続いて、
語られた内容ごとにコード化し、意味内容の
類似性により分類し、カテゴリ化した。分類
されたカテゴリをもとに、被災後の高齢者の
生活について構造化した。 
 
（2）研究期間は、平成 24 年 12 月～平成 25
年 3 月。研究協力者は東日本大震災後の避難
者の支援活動を行った保健師約 10 名。 
半構成的面接によってデータ収集を行っ

た。データ収集内容は、災害発生時から避難
所、仮設住宅および地域で生活する地域住民
の支援活動に焦点をあてた。 
データ収集内容は下記の 5 項目。 

①基礎的情報：年齢、性別、所属部署、職位、
経験年数 

②支援活動の場所、期間 
③具体的支援内容 
④後世に残したい活動 
⑤今後、災害時の活動として必要な対応 
これらの内容について、インタビューガイ

ドを作成し、面接した。 
逐語録のデータ分析は、質的帰納的研究方

法で行った。研究協力者の支援活動が理解で
きるように逐語録を繰り返し読み、続いて、
語られた内容ごとにコード化し、意味内容の
類似性により分類し、カテゴリ化した。分類
されたカテゴリをもとに、保健師の支援活動
について明らかにした。 
 
（3）研究期間は平成 27 年 6 月～平成 28 年
3 月。研究対象者は全国 1742 全市町村のう
ち、指定都市と東京都特別区を除く 1699 市
町村の災害時の保健師活動に関する主担当
部署の保健師 1 名とした。財団法人地方自治
情報センターホームページで掲載している
市町村住所を用いて、郵送法により実施した。 
調査項目は下記の 3 項目。 

①基礎的情報  
・対象者が勤務する市町村について：勤務す

る市町村の人口、高齢化率、 
・対象者について：年齢、所属部署、職位、
経験年数 

・該当市町村の防災計画における保健師活動
の内容、平常時の防災活動 

②大震災時の 81の支援活動項目について「妥
当である」「必要な内容だが表現について

要検討」「不要である」「その他」から選択
し、さらに意見を求めた。 

③自由意見  
各支援活動項目については、平常時から準

備しておかなければ実施できない項目もあ
るが、それを前提として、大震災時に活動で
きることが必要であると考え、活動内容を検
討した。 

 
研究は、宮城大学看護学部・看護学研究科

倫理委員会の承認を得て実施した。 
 
４．研究成果 
（1）市と地域包括支援センターと連携し、
避難所、福祉避難所での生活を経験した事例
10 名（うち 3 人は夫婦または親子、6 世帯）
に、訪問によってインタビューを行った。 
分析により、7 カテゴリと 23 サブカテゴリ

が抽出された。カテゴリは次の 7 つだった。
【寒さに耐える雑魚寝生活】、【生きるための
最低限の水と食べ物】、【不衛生な代用品のト
イレでの慣れない排泄】、【日用品の不足によ
る着の身着のままの生活】、【「生」の強さの
実感と人々が支え合う生活への感謝】、【浅ま
しい人間の姿に心が傷つく生活】、【我慢を強
いられた避難所生活への吐露】 
 また、福祉避難所へ移動し、福祉避難所で
の生活や身体機能の改善に感謝する事例も
あったが、高齢者や家族は福祉避難所の環境
や生活状況がイメージできず環境変化への
不安を抱える一方で、入所を希望しても、福
祉避難所に関する情報入手が困難であった
状況も明らかとなった。 
 
（2）面接への協力者は保健師 6 名であり、
うち 1 名が保健所保健師であった。インタビ
ューの結果から、内陸地域に位置する保健所
の被災地域における保健師活動として、【現
地への派遣と支援体制の決定・調整】、 
【被災地域の情報に基づく課題分析】、【保健
所の特徴を生かした課題対応】、【県の機関と
しての役割発揮と組織的対応】、【関係機関や
社会資源の活用による工夫】に分類される多
様な活動を行っていた。 
東日本大震災後の内陸地域の保健師は、人

手や医薬品の不足、避難所の物品の不足】【住
民の怒りと苦情】、【支援困難な健康課題を抱
えた避難者】、【暗中模索で行う避難所の運
営】、【他市町避難者への対応困難】、【緊張状
態の中で 24 時間勤務に耐える日々】という
状況の中、それらの対処を行っていた。 
さらに、「大震災時の保健師活動のモデル

を構築するための保健師活動」として、81
項目を明らかにした。 
 
（3）回収率は 30.4％であった。平均人口は
73,322 人（SD±101,685）、回答者の平均年
齢は 48.4 歳（SD±48.4）、保健師としての平
均経験年数は 24.1 年(SD±8.5)であった。 
「妥当である」と回答した人が 90％以上の



項目は、「健康相談場所の設置をする」、「避
難者の健康確認のためのシートの確認とそ
の管理をする」、「避難所での健康相談を行う
ための体制をつくる」、「避難所で生活をする
人々の健康調査をするために関係者と連携
する」、「避難者の健康調査を実施する」、「生
活不活発病予防のための対策をとる」、「避難
所で妊産婦、乳幼児の健康生活を支援する仕
組みをつくる」、「保健師同士が支え合う関係
づくりをする」の 8 項目であった。 
 一方、「妥当である」の回答が 40％未満の
項目は、避難所としての危険性の判断として
「避難所として使用可能か判断する」
（25.1%）、「避難所の設営が必要となった際
の役割分担をする」（23.8％）、「避難所の閉鎖
の目安を立てる」（18.8%）、「避難所閉鎖の判
断を組織的に伝える」（24%）、「避難所閉鎖の
ための準備をする」（26.1%）、「避難所の自主
的管理のための仕組みをつくる」（31.9%）、
「避難所自主運営のため、既存の地区組織と
連携する」（38.1%）、「消防署、学校、地元
FM など関係機関と連携する」（36.9%）、「災
害時における地区組織の活用・役割を明確に
する」（29.6%）、「地域の自主的な災害時活動
を支援する」（22.6%）、「近所同士の支え合い
を支援する」（28.4%）、「対応困難な住民、苦
情を訴える住民に対し組織的に対応する」
（36.9%）、「他市町村の避難者を受け入れる
体制を整える」（29.8%）の 12 項目であった。 
自由記述では、要検討や不要とした理由に

ついて「必要だが必ずしも保健師主導ではな
い」「他部門・他職種との連携共同による活
動」という意見が多く寄せられた。 
 以上の結果を基に、「大震災時の保健師活
動のモデルを構築するための保健師活動」を
修正し、同意が得られた対象者 147 名に、２
回目のアンケート調査を実施した。「大季語
災害時の被災地における連携システム構築
に関する公衆衛生看護活動モデルの開発」(基
盤研究（C）)として、継続して検討する。 
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